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平成２３年６月２日 

 

「平成２２年度我が国情報経済社会における基盤整備」 

（電子商取引に関する市場調査）の結果公表について 
－越境電子商取引市場規模調査を初実施－ 

 

経済産業省は、「平成２２年度我が国情報経済社会における基盤整備（電子

商取引に関する市場調査）」を実施し、日本の電子商取引市場の実態並びに、

日本、米国、中国におけるインターネットビジネスの実態について分析しまし

た。また、近年、日本から海外に向けてインターネットで商品を販売する越境

電子商取引の本格普及への機運が高まっている背景から、本調査により日米中

の３カ国間の越境電子商取引市場規模調査を政府として初めて実施しました。 

その結果、日本の事業者から中国の消費者に向けた電子商取引の市場規模は

９６８億円と推計されました。また、中国の越境電子商取引利用率は前年度調

査に比べ約１５％増加し、今後の利用意向も高く、２０２０年には最大で約１

兆２，６００億円程度まで市場規模が拡大すると推計される等、越境電子商取

引の更なる伸びが期待できることも確認されました。 

一方で、東日本大震災による被害、海外での風評に起因する買い控え等によ

り、越境電子商取引市場の短期的な落ち込みも懸念されるため、当省としては

越境電子商取引に取り組む事業者が相手国の消費者に正しい情報を提供でき

るような情報提供サイトの構築など、一層の越境電子商取引の活用促進に向け

た取組を進めていく予定です。 

 

１．調査結果概要 

調査結果の主なものとして、次の３点が挙げられます。 

①日本の事業者から中国の消費者に向けた電子商取引の市場規模は 968 億円で

あった。また、今後も日中間の市場規模拡大の余地は大きく、2020 年におい

ては最大 1兆 2,600 億円程度にまで拡大すると推計される。（調査結果要旨図

1-2、1-4参照） 

②日本国内の BtoB EC（企業間電子商取引）、BtoC EC（消費者向け電子商取引）

は、ともに市場規模が拡大し（狭義 BtoB：169 兆、BtoC：7.8 兆）、リーマン

ショック前の水準まで回復した。EC 化率については大きく上昇し（BtoB：

15.6％、BtoC：2.5％）、ここ数年における EC化率の伸び率鈍化が解消される

とともに、商取引の電子化が更に進展した。（調査結果要旨図 2-1、2-2参照） 

③ECを利用する日本、米国、中国の消費者に対し、越境 ECの利用に関するアン

ケート調査を実施した結果、特に中国について、以下のように越境 ECに対す
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る積極的な利用動向がみられた。 

１）各国とも越境 EC 利用率が前年度調査より上昇しており、特に中国の EC

利用者の 58.7％が、過去１年間に越境 EC を利用した経験を有している。

（調査結果要旨図 3-1参照） 

２）各国で 30代を中心に越境 ECを利用しており、特に中国の男女 30代の EC

利用者の 6割以上が越境 ECを利用している。（調査結果要旨図 3-2参照） 

３）越境 EC の今後の利用意向について、中国の消費者は、高い利用意向率を

有しており、今後の越境 EC利用が引き続き拡大する可能性を有している。

（調査結果要旨図 3-3参照） 

４）中国の越境 EC 利用者は、日本から、衣類、アクセサリー、書籍、雑誌な

どを多く購入しており、前年度調査と比べても購入経験率は増加している。

（調査結果要旨図 3-6、3-7参照） 

５）中国の越境 EC 利用者の日本からの購入頻度は、前年度調査と比べて高く

なっており、６割以上の利用者が月に１回以上日本からの購入を行ってい

る。（調査結果要旨図 3-10参照） 

６） 越境 ECを利用する理由として、中国の利用者の多くが、商品品質の良さ、

ブランド等の要因を挙げており、国内よりも高価格の商品でも購入を許容

する層が存在している。（調査結果要旨図 3-13、3-14参照） 

７）越境 EC を利用しない理由としては、言語の問題、配送料等の要因が多く

挙げられている。（調査結果要旨表 3-1、3-2参照） 

８）中国の越境 EC 利用者は、インターネット、TV等の幅広い媒体から商品の

認知及び比較検討を行っている。商品の比較検討には、特に商品の安全

性・生産地・原材料を主に重視している。（調査結果要旨表 3-3、3-4、図

3-17参照） 

９）中国の越境 EC 利用者は、7 割以上が価格交渉の経験を有しており、その

うち６割以上がチャットを用いて価格交渉を行っている。（調査結果要旨

図 3-18、3-20 参照） 

10）中国における越境 EC の支払手段としては、広く普及している「第三者支

払サービス」の他、クレジットカード、ネットバンキング振込等、比較的

多様な決済手段が使用されている。（調査結果要旨図 3-21参照） 

11）中国の越境 EC 利用者の大多数が口コミサイト、レビューサイト等への商

品レビューの情報発信を経験している。（調査結果要旨図 3-22、3-23参照） 

12）中国の越境 EC 利用者の大多数が事業者への問合せ経験を有しており、特

に商品の規格、機能、使用方法といった商品に関する情報について問い合

わせを行っている。また、クレーム・返品については、配送遅延・梱包の

不備に代表される物流面が主な原因となっている。（調査結果要旨図 3-24

～27、表 3-5～3-7参照） 
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２．本調査について 

本調査は平成２２年１月から平成２２年１２月までの期間の電子商取引市

場動向や利用者実態を調査したもので、平成１０年度より毎年実施し、今回で

１３回目となります。 

今回の調査では、一般社団法人日本情報経済社会推進協会（略称：ＪＩＰＤ

ＥＣ、会長：牧野 力）の協力を得て、平成２２年１０月から平成２３年２月

にかけて、文献調査、事業者を対象にしたヒアリング、消費者を対象にしたグ

ループインタビュー、アンケート等を実施しました。 

また、越境電子商取引の消費者向け市場規模及び動向（日本、米国及び中国

相互間）についての実態調査を実施するとともに、インターネット利用に係る

意識及びインターネットビジネスの動向（日本、米国及び中国）を調査しまし

た。 

 

※ 本調査の詳細については、補足資料等を併せてご参照ください。 

       

         ○調査結果要旨 

○補足資料 

○報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （本発表資料のお問い合わせ先） 

  商務情報政策局情報経済課長 村瀬 佳史 

      担当者：吉川、櫻井、 辻井 

   電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３９６１～３） 

       ０３－３５０１－０３９７（直通） 

 

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/h22kouhyou-youshi.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/h22kouhyou-hosoku.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/h22houkoku.pdf
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（参考）越境 EC市場の拡大に向けた当省の当面の取組について 

 

当省では、越境 EC 市場の一層の拡大に向けた取組を進めていく予定です。特

に、本年 3 月発生した東日本大震災による直接的な被害、原発による風評被害

等様々な被害を受けた事業者が多く発生した状況を踏まえて、風評被害を解消

するための正確な情報の海外向け発信や、個別事業者が海外向け販売を行うに

あたっての有効なマーケティング手法の調査等を行うことを予定しております。 

 

 


